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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等             

売上高 （千円） 7,803,311 7,116,763 8,211,459 14,616,190 14,765,470 

経常利益 （千円） 394,207 288,011 174,177 256,884 402,211 

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△） 
（千円） 202,804 154,408 △1,339,391 89,013 165,187 

純資産額 （千円） 7,436,577 7,698,951 7,882,283 7,583,622 8,901,474 

総資産額 （千円） 15,261,827 16,148,594 16,673,317 15,396,115 16,541,850 

１株当たり純資産額 （円） 663.79 664.09 566.31 654.14 674.61 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額又は中間純損失

（△） 

（円） 18.12 13.32 △98.70 7.89 13.71 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － 13.24 － 7.30 13.29 

自己資本比率 （％） 48.7 47.6 46.9 49.3 53.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 182,176 565,677 △9,959 △922,965 776,712 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △388,644 △434,352 △233,239 △675,619 △753,139 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 392,490 311,493 △236,638 1,708,513 469,083 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 1,554,774 1,921,395 1,498,465 1,475,357 1,975,026 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(名) 

514 

(677) 

505 

(803) 

465 

(883) 

517 

(682) 

478 

(831) 

 



 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年８月３日開催の取締役会において、旧商法第280条ノ20にもとづき第１回新株予約権の発行を決議

いたしました。この新株予約権の行使により第33期に発行いたしました普通株式数は400,000株であります。 

この結果、第33期末現在の発行済株式総数は11,600,000株となりました。  

３ 平成17年９月13日開催の取締役会において、旧商法第341条ノ２にもとづき発行した第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債の新株予約権の行使により第34期に発行いたしました普通株式数は1,101,928株でありま

す。 

   また、平成17年９月13日開催の取締役会において、旧商法第280条ノ21にもとづき第３回新株予約権の発行

を決議いたしました。この新株予約権の行使により第34期に発行いたしました普通株式数は500,000株であり

ます。 

 この結果、第34期末現在の発行済株式総数は13,201,928株となりました。 

４ 平成17年６月28日開催の定時株主総会決議により付与された第２回新株予約権（ストックオプション）の一

部行使により、第35期中に発行いたしました普通株式数は123,000株であります。 

 また、第３回新株予約権の行使により第35期中に発行いたしました普通株式数は500,000株であります。 

 この結果、第35期中末現在の発行済株式総数は13,824,928株であります。  

５ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額に関しては、第33期中間連結会計期間および中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 また、第35期中間連結会計期間および中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等             

売上高 （千円） 7,331,529 6,264,302 6,841,256 13,657,291 12,672,325 

経常利益 （千円） 402,452 211,547 46,255 236,847 271,363 

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△） 
（千円） 231,762 90,348 △1,487,619 104,226 64,913 

資本金 （千円） 2,379,086 2,544,845 3,320,170 2,544,845 3,156,847 

発行済株式総数 （株） 11,210,000 11,600,000 13,824,928 11,600,000 13,201,928 

純資産額 （千円） 7,692,017 7,868,542 7,796,745 7,829,987 9,023,656 

総資産額 （千円） 15,083,004 15,762,960 15,848,536 15,327,932 15,942,312 

１株当たり純資産額 （円） 686.19 678.33 563.97 675.00 683.52 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額又は中間純損失

（△） 

（円） 20.69 7.79 △109.30 9.24 5.38 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － 7.74 － 8.55 5.22 

１株当たり配当額 （円） 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率 （％） 51.0 49.9 49.2 51.1 56.6 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(名) 

487 

(204) 

475 

(192) 

430 

(149) 

489 

(203) 

447 

(178) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人数であります。 

３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区別できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

(3）労働組合の状況 

 当企業集団では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

光応用機器事業 281 (800) 

機能性材料事業 20 － 

バイオ関連事業 86 － 

その他の事業 36 (81) 

全社（共通） 42 (2) 

合計 465 (883) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 430  (149) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、好調な企業収益を背景として民間設備投資が拡大し、雇用・所得環

境の改善に伴う個人消費増加傾向が続いたことから、景気は回復基調が持続いたしました。 

 このような事業環境の中、当企業集団の主要販売先である半導体製造装置業界、電子部品実装機業界、液晶製造

装置業界においては、メーカーの設備投資意欲が活発であったことから、売上高は光応用機器事業のマシンビジョ

ンシステムや機能性材料事業を中心に計画を上回る進捗が見られました。 

 しかし、マシンビジョンシステム部門では、客先仕様に合わせた製品を中心に売上高は増加いたしましたが、販

売競争の激化により製品の利益率が低下したことに加え、利益率の高い製品の販売比率が低下したことなどから、

営業利益は計画値の水準にとどまりました。 

 画像機器部門においては、工業製品分野向けCCDマイクロスコープ（スコープマン）に関し、技術的な改善点が

発生したことから、生産コストが計画を大きく上回りました。化粧品業界向けの肌カウンセリングシステムに関し

ても、売上高は計画値で推移したものの、客先からの販売価格低減要求に加え、製品の仕様変更などの要因により

生産コストが想定より嵩んだことから、利益面については当初計画を大きく下回る結果となりました。 

 さらに、その他の事業でコンシューマー向けビジネスとして展開していた「ビーズショップ キャビアン」につ

いては、事業採算の改善を図るべく、店舗の統廃合を進めてまいりましたが、今後の収益化が見込めないため、こ

れ以上の営業損失発生を食い止めるべく事業の廃止を決定いたしました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、8,211百万円（前年同期比15.4％増）、経常利益174百万円（前年

同期比39.5％減）、中間純損失は1,339百万円（前年同期 中間純利益154百万円）となりました。 

１）事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

光応用機器事業  売上高6,577百万円（前年同期比17.5％増）、営業利益525百万円（前年同期比10.3％減） 

（マシンビジョンシステム）※ 

 当中間連結会計期間は、半導体製造装置業界、電子部品実装機業界、液晶製造装置業界においては、メーカーの

設備投資意欲が活発であったことから、客先仕様に合わせた製品を中心に売上高は増加いたしました。しかし、販

売競争の激化により製品の利益率が低下したことに加え、利益率の高い製品の販売比率が低下したことなどから、

営業利益伸長率は売上高伸長率の半分強の水準にとどまりました。 

 当部門の売上高は5,207百万円で、前年同期比24.3％の増加となりました。 

 ※従来、分野名称を「光ファイバ製品及び関連機器」としておりましたが、事業の拡大にあわせ、当中間連結会

計期間より「マシンビジョンシステム」に変更しております。 

（画像機器） 

 当中間連結会計期間は、大手化粧品メーカー向けのコスメティック用肌カウンセリングシステムに大口の入替需

要があったことから、売上高は好調であった前年同期と同水準で推移いたしました。 

 しかしながら、客先からの販売価格低減要求に加え、製品の仕様変更などの要因により生産コストが想定より嵩

んだことから、利益面については前年同期を大きく下回る結果となりました。 

 また、工業製品分野向けCCDマイクロスコープ（スコープマン）については、主力製品である「スコープマンMS-

804」に技術的な改善点が発生したことから、売上高は前年同期と同水準で推移したものの、生産コストが増大

し、利益面では前年同期を下回りました。 

 当部門の売上高は1,068百万円で、前年同期比3.5％の減少となりました。 

（光通信関連機器） 

 光通信市場については、日本国内でのFTTH（Fiber to the Home）需要が拡大し、また欧米においてもFTTH投資

拡大の兆候が見えてきております。しかしながら、光通信用モジュールの販売価格は低下傾向にあり、競争は激化

しております。 

 当部門では、球面レンズ・非球面レンズにターゲットを絞った営業活動に注力した結果、売上高は前年同期に比

べ増加し、また利益面についても、営業損失の改善が見られました。 

 当部門の売上高は売上高285百万円で、前年同期比14.8％の増加となりました。 



（検査・計測機器部門） 

 検査・計測機器部門では、光学技術を用いた検査用機器の販売を行っており、当中間連結会計期間は、期初に発

売した世界初のインライン対応液晶配向膜検査装置「LayScan（レイ・スキャン)」の販売活動に注力いたしまし

た。 

 インライン型の検査装置については、仕様決定に時間が掛かることから、当中間連結会計期間は売上計上には至

らず、当部門の売上高は16百万円で前年同期比69.4％の減少となりました。 

機能性材料事業  売上高818百万円（前年同期比33.5％増）、営業利益55百万円（前年同期比102.2％増） 

 機能性材料事業では、優れた技術に基づく高機能商品を広く世界に求め、当企業集団が国内独占販売権・準独占

販売権を持つ各種材料ならびに商品を輸入し、これらに技術サービスを付加し販売しております。 

 当中間連結会計期間の業績は、FTTH向け通信用光ファイバの需要が拡大したことから、高純度石英棒の売上高が

急増いたしました。また、景気の回復基調が続いたことから、高機能テフロンシール（BAL SEAL）や医療分野向け

極細ポリイミドチューブ等の商品の取扱が全般的に好調であったため、当事業の売上高は前年同期を大きく上回る

こととなりました。 

バイオ関連事業  売上高474百万円（前年同期比5.2％減）、営業損失186百万円（前年同期比40.7％増） 

 バイオ関連事業では、分析前処理装置、液相合成装置、化合物精製装置、濃縮装置、分注装置、プレートリーダ

ーなどの各種研究支援機器、臨床検査用機器の製造・販売、DNA・SNPs受託解析サービスなどを行っております。 

 当中間連結会計期間の業績につきましては、化合物精製装置 (Purifシリーズ)および消耗品を中心として、競合

企業との販売競争が激化したことに加え、前期より本格的に事業を開始した遺伝子発現受託解析サービスで顧客獲

得に向けた特別価格キャンペーンを実施したことなどから、売上高は前年同期と比べ若干減少いたしました。 

 また、利益面では、上記の理由に加え、今後の事業拡大に向け、内製比率拡大を目的とした開発投資などを実施

したことから、前年同期に比べ、営業損失が拡大いたしました。  

その他の事業  売上高341百万円（前年同期比15.9％減）、営業損失340百万円（前年同期比17.1％増） 

 当中間連結会計期間、「ビーズショップ キャビアン」では、事業の縮小に向けた店舗の統廃合を進め、同時に

在庫処理推進のため店舗閉店時にセールを積極的に行い、ビーズ在庫の現金化を促進いたしました。 

 事業縮小方針に則り、期初に30店舗あった店舗数は、９月末現在で14店舗にまで減少しております。 

 当中間期の業績については、店舗閉店時に大幅な割引価格で販売を行ったため、前年同期に比べ売上高が減少す

ると共に、利益面についても営業損失が拡大いたしました。 

 なお、コンシューマー向けビーズショップ事業については、当期中に事業の廃止を行うことを決定しておりま

す。 

２）所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（日本） 

 当中間連結会計期間の国内売上高は、マシンビジョンシステムの売り上げは伸びましたが、販売競争の激化によ

り製品の利益率が低下したこと、およびその他の事業において店舗閉店時に大幅な割引価格で販売を行ったこと等

により、6,844百万円（前年同期比7.8％増）となり、営業利益は6百万円（前年同期比95.5％減）となりました。 

（海外） 

 当中間連結会計期間の海外売上高は、欧州および北米に関して、光ファイバ関連の売上高の低下により、欧州で

は前年同期比8.5％減、北米については前年同期比18.2％減となりましたが、アジア地域での半導体関連メーカー

への売上高の増加および、モリテックス香港による生産高、出荷の拡大等によりアジアの前年同期比は105.0％増

加となりました。よって海外売上高は、1,367百万円（前年同期比78.0％増）、営業利益は45百万円（前年同期比

22.4％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、事業整理損等、特別損失により

税金等調整前中間純損失を1,350百万円（前年同期 税金等調整前中間純利益244百万円）と大幅に計上いたしまし

たが、借入金の返済があったこと等により、当中間連結会計期間における現金および現金同等物の残高は1,498百

万円となり、前中間連結会計期間末と比較して422百万円の減少となりました。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果により資金は９百万円（前年同期は565百万円の増加）の減少となりました。これは主に、その

他の事業内のコンシューマー向けビーズショップ事業を整理すること等により税金等調整前中間純損失を1,350百

万円計上したことおよび、売上債権と仕入債務の増加等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果により資金は233百万円（前年同期は434百万円の減少）の減少となりました。これは主に、有形

固定資産および無形固定資産の取得、ならびに投資有価証券取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果により資金は236百万円（前年同期は311百万円の増加）の減少となりました。これは新株予約権

の行使による増資収入が323百万円ありましたが、借入金返済等によるためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社および連結子会社が対処すべき課題について、重要な変更および新たに生じた

課題はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

光応用機器（千円） 5,815,671 134.1  

機能性材料（千円） 153,358 282.3  

バイオ関連（千円） 449,928 112.0  

その他（千円） － －  

合計（千円） 6,418,959 133.9  

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

光応用機器 7,184,192 124.3  1,167,503 157.0  

機能性材料 830,507 132.0  38.379 90.1  

バイオ関連 467,657 100.9  74.336 168.2  

その他 341,182 84.1  － －  

合計 8,823,539 121.2  1,280,219 154.1  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年９月30日） 
前年同期比（％） 

光応用機器（千円） 6,577,194 117.5  

機能性材料（千円） 818,820 133.5  

バイオ関連（千円） 474,262 94.8  

その他（千円） 341,182 84.1  

合計（千円） 8,211,459 115.4  



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、374百万円でありました。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動は、次のとおりであります。 

（光応用機器事業） 

①マシンビジョンシステム 

 MML関係におきまして環境対応型次世代タイプのテレセントリックレンズの開発およびラインナップの拡充を継

続中であります。これらは従来品と比較いたしましてFA分野で求められる高コントラスト化を図るとともに、歪曲

収差を低減しております。また、抜本的な設計の見直しにより低価格も実現しております。 

②画像機器 

 大手取引先向けのコスメティック用肌カウンセリングシステムOEM製品の開発等を行っております。 

③光通信関連機器 

 FTTH市場をターゲットにした非球面レンズの開発を、環境対策を踏まえながら継続しております。これは光通信

用に光強度及び信頼性の高いレンズの量産技術を、さらなるコストダウンを図りつつ、確立するものであります。

④検査・計測機器 

 インライン対応液晶配向膜検査装置「LayScan（レイ・スキャン)」の開発を行いました。また、インライン検査

だけでなく、パネルや材料開発のフィールドでも使用可能な卓上型（Basic、Lab）の開発を行いました。 

 当事業に係わる研究開発費の合計金額は198百万円であります。 

（バイオ関連事業） 

 分子間相互作用解析関連の開発といたしまして、糖鎖プロファイリングシステム（SC-Profiler）およびマルチ

チャンネルSPR測定装置の開発を行いました。これはSC-Profilerに関しましては標準的ELISA等のスクリーニング

での検出が困難な機能分子等、弱い結合力の糖鎖に最適化した検出システムであります。 

 SPR測定装置に関しましては表面プラズモン共鳴（Surface Plasmon Resonance)センサのノンラベル・リアルタ

イムという特長に加えて、マルチチャンネルの独立したフローセル及び流路系により、多種類のサンプルを同時に

測定・比較できるものであります。 

 また、遺伝子発現・SNPs受託解析サービスに関する開発等を行っております。 

 当事業に係わる研究開発費の合計金額は161百万円であります。 

（その他の事業、全社共通） 

 先端技術研究機関及び大学、公的研究機関との共同開発等を活用し、長期的視野に立った研究開発を行っており

ます。 

 当事業に係わる研究開発費の合計金額は15百万円であります。 

開発委託契約  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 
契約締
結日 

契約内容 契約期間 

 株式会社モ

リテックス 

(当社) 

 株式会社ジェネ

ティックラボ 
日本 

 1.PGx治験サービス

 2.簡易SNPｓタイピ

ング装置 

 3.SC Profilerとレ

クチンチップ  

平成18年 

８月１日 

 1.PGx治験に関するコンサルテ

ィング、GLP認証 

 2.簡易SNPｓタイピング装置の

基本仕様の作成と評価 

 3.糖鎖プロファイラーとレクチ

ンチップ の評価 

平成18年８月１日から 

平成19年３月31日まで 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(１）提出会社  

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中でありました設備の新設計画のうち、以下

の設備を取得いたしました。  

（注）上記（外書）は臨時従業員数であります。  

(２）国内子会社   

 当中間連結会計期間において、 主要な設備に重要な異動はありません。 

(３）在外子会社   

  当中間連結会計期間において、 主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設はありません。  

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却計画は次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の( )は臨時従業員数であり、外書しております。 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数
（名） 

取得 
(完了) 
年月 

建物及び 
構築物 
（千円） 

機械装置 
及び運搬具
（千円） 

土地 
（面積㎡）
（千円） 

その他 
（千円）

合計 
（千円） 

矢板事業所  
（栃木県矢板市) 

光応用機器事業 
機能性材料事業  
その他事業  

製造設備 7,200 － 
－ 

(－) 
14,470 21,670 

50 

 (48) 

平成18年
９月 

 横浜テクニカル 
センター 

（横浜市青葉区) 

 光応用機器事業
バイオ関連機器事業  

製造設備 
研究開発設備 

－ 15,060 
－ 

(－) 
9,813 24,873 

90 

 (－) 

平成18年
９月 

さいたま事業所   
 （さいたま市桜区） 

光応用機器事業 製造設備 276 － 
－ 

(－) 
29,688 29,964 

94 

 (5) 

平成18年
９月 

営業部門  

光応用機器事業
機能性材料事業 
バイオ関連機器事業
 その他事業 

販売活動用設備 4,198 141 
－ 

(－) 
10,600 14,941 

158 

(54) 

平成18年
９月 

提出会社   

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 建物及び

構築物 
(千円) 

機械装置
及び 
運搬具 
(千円) 

土地 
(千円) 
(面積㎡) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

コンシューマー向けビ

ーズショップ事業部 

(横浜市青葉区) 

その他事業 
販売業務

施設 
3,015 － 

－ 

(－)
18,034 21,050 

10 

(1)

コンシューマー向けビ

ーズショップ店舗 

(横浜市中区他) 

その他事業 
販売業務

施設 
26,096 － 

－ 

(－)
10,307 36,403 

18 

(53)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月６日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規程に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

・第２回新株予約権（平成17年６月28日定時株主総会決議） 

（注１）新株予約権の目的たる株式の種類及び数  

  普通株式 10万9,000株 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月14日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,824,928 13,824,928 
東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 13,824,928 13,824,928 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,090 1,090 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注１） 109,000 109,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  （注２） 100 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月25日 

至 平成37年８月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）            

発行価格 

資本組入額 

1 

1 
同左 

新株予約権の行使の条件        （注３） 

 権利行使時において当社の

取締役もしくは従業員の地位

にあることを要す。ただし、

新株予約権割当契約書に定め

る正当な理由がある場合はこ

の限りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認められな

い。  

同左 

代用払込みに関する事項 － － 



  なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もし

くは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

 各新株予約権の発行価額  

  無償 

（注２）新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

 新株予約権１個に付き100円 

 なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月

１日改正前商法第280条ノ19の規程に基づく本新株予約権の行使による場合を除く。）を行う場合は、次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

（注３）新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても当社の取締役もしく

は従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合で、退

任もしくは退職後１年を経過しない者はこの限りではない。  

②新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者の死亡時に未行使の新株予約権を行使す

ることができる。ただし、新株予約権割当契約書の定めるところによる。 

③新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。  

会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならび

に株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、新株予約権を無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利を行使する条件に該当しなくなった場合、あるいは新株予約権を放棄した場合は、当該新株

予約権を無償で消却することができる。 

  （新株予約権の行使） 

   第３回新株予約権のすべてが行使（平成18年６月22日）されました。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注）新株予約権の行使による増加であります。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日 

～平成18年９月30日 
623,000 13,824,928 163,323 3,320,170 162,849 3,387,658 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりであります。 

    ２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成18年９月30日付の大量保有報告書

の写しの送付があり、同日現在でバークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社、バークレイ

ズ・グローバル・インベスターズ株式会社、バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エ

イ (Barclays Global Investors,N.A.)、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド

(Barclays Global Investors Ltd)、バークレイズ・バンク・ピーエルシー (Barclays Bank PLC Ltd)の5社

が、当社株式751,200株（5.43%）を共同で保有する旨の報告を受けておりますが、当中間期末現在の実質所有

株式数の確認が出来ないため、上記大株主には含めておりません。 

      なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。  

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

森戸 祐幸 東京都目黒区 1,147 8.30 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2－10 684 4.95 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8－11 487 3.53 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11－3 256 1.85 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8－12 205 1.49 

カセイスバンクオーデイナリ

ーアカウント 

(常任代理人株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行カストデイ業務

部) 

1 PLACE VALHUBERT 75013 PARIS FRANCE 

(東京都千代田区丸の内2丁目7－1) 
202 1.46 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13－1 180 1.31 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内1－3－3 180 1.30 

森栄会 東京都渋谷区神宮前3丁目1－14 170 1.23 

モリテックス従業員持株会  東京都渋谷区神宮前3丁目1－14 120 0.87 

計   3,453 24.98 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 487千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 256千株

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口） 205千株

 

   

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 
（千株） 

株券等保有割合
（％） 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ信託銀行株式

会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１番３９号 751 5.43 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株（議決権21個）が含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    22,200 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,802,100 138,021 同上 

単元未満株式 普通株式     628 － 同上 

発行済株式総数           13,824,928 － － 

総株主の議決権 － 138,021 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

株式会社モリテックス 

東京都渋谷区神宮

前3丁目1番14号 
200 － 200 0.00 

（相互保有株式） 

株式会社東北モリテックス 

宮城県仙台市青葉

区上杉1丁目5番21

号 

22,000 － 22,000 0.16 

計 － 22,200 － 22,200 0.16 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 796 760 799 770 712 693 

最低（円） 703 701 662 618 646 638 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、協栄監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,921,395 1,498,465   1,975,026 

２ 受取手形及び売
掛金 

※５   2,822,258 4,103,166   3,440,966 

３ たな卸資産     4,687,548 4,523,800   4,509,067 

４ 前払費用     44,810 68,709   84,128 

５ 未収入金     151,009 82,815   60,980 

６ 繰延税金資産     190,244 206,682   190,207 

７ その他     179,337 82,763   115,110 

貸倒引当金     △29,419 △34,918   △29,673 

流動資産合計     9,967,184 61.7 10,531,485 63.2   10,345,813 62.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築
物 

  2,236,868   2,433,361 2,472,870   

減価償却累計
額 

  648,920 1,587,947 742,732 1,690,629 698,224 1,774,646 

(2）機械装置及び
運搬具 

  1,334,746   1,372,209 1,353,748   

減価償却累計
額 

  921,852 412,893 1,006,003 366,206 969,838 383,909 

(3）工具器具及び
備品 

  2,515,437   2,585,660 2,571,468   

減価償却累計
額 

  1,734,147 781,289 1,877,404 708,255 1,779,614 791,844 

(4）土地     1,736,712 1,764,912   1,764,912 

(5）建設仮勘定     295,902 104,018   86,057 

有形固定資産合計     4,814,745 29.8 4,634,022 27.8   4,801,370 29.0 

２ 無形固定資産           

(1）借地権     30,262 30,690   31,057 

(2）ソフトウエア     50,243 54,470   55,039 

(3）連結調整勘定     1,241 －   － 

(4）その他     48,440 41,191   44,669 

無形固定資産合計     130,188 0.8 126,353 0.7   130,766 0.8 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券     238,504 371,455   268,355 

(2）関係会社株式     139,421 186,094   155,956 

(3）破産債権等     1,583 2,211   1,680 

(4）繰延税金資産     328,195 381,587   346,908 

(5）その他     530,355 442,319   492,679 

貸倒引当金     △1,583 △2,211   △1,680 

投資その他の資産合
計 

    1,236,476 7.7 1,381,457 8.3   1,263,899 7.7 

固定資産合計     6,181,410 38.3 6,141,832 36.8   6,196,036 37.5 

資産合計     16,148,594 100.0 16,673,317 100.0   16,541,850 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

※５   2,457,097 3,370,662   2,687,879 

２ 短期借入金     2,140,205 1,739,711   1,940,612 

３ １年以内返済予定
の長期借入金 

    541,600 546,240   535,350 

４ 未払金     228,106 207,542   220,283 

５ 未払法人税等     112,535 43,324   34,349 

６ 賞与引当金     198,720 213,911   183,735 

７ 事業整理引当金 ※３   － 600,000   － 

８ たな卸資産時価評
価引当金 

※４   － 400,000   － 

９ その他     130,195 84,973   143,686 

流動負債合計     5,808,459 36.0 7,206,365 43.2   5,745,897 34.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     892,890 604,500   908,930 

２ 新株予約権付社債     800,000 －   － 

３ 退職給付引当金     833,225 937,382   884,190 

４ 新株予約権      5,698 －   2,849 

５ 連結調整勘定      － －   47,228 

６ 負ののれん      － 42,786   － 

固定負債合計     2,531,813 15.7 1,584,668 9.5   1,843,197 11.2 

負債合計     8,340,272 51.7 8,791,034 52.7   7,589,095 45.9 

（少数株主持分）           

少数株主持分     109,370 0.7 － －   51,280 0.3 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）                   

Ⅰ 資本金     2,544,845 15.8 － －   3,156,847 19.1 

Ⅱ 資本剰余金     2,615,662 16.2 － －   3,224,809 19.5 

Ⅲ 利益剰余金     2,549,656 15.7 － －   2,502,436 15.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    18,714 0.1 － －   36,139 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △21,483 △0.1 － －   △10,288 △0.1 

Ⅵ 自己株式     △8,444 △0.1 － －   △8,469 △0.0 

資本合計     7,698,951 47.6 － －   8,901,474 53.8 

負債・少数株主持分
及び資本合計 

    16,148,594 100.0 － －   16,541,850 100.0 

            
            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  3,320,170 19.9  － － 

２ 資本剰余金    － －  3,387,658 20.3  － － 

３ 利益剰余金    － －  1,097,036 6.6  － － 

４ 自己株式    － －  △8,469 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  7,796,396 46.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  28,930 0.2  － － 

２ 繰延ヘッジ損益    － －  7,754 0.0  － － 

３ 為替換算調整勘定    － －  △7,755 △0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  28,928 0.2  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  56,958 0.4  － － 

純資産合計    － －  7,882,283 47.3  － － 

負債純資産合計    － －  16,673,317 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,116,763 100.0 8,211,459 100.0   14,765,470 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   4,633,817 65.1 5,856,764 71.3   9,729,112 65.9 

売上総利益     2,482,945 34.9 2,354,695 28.7   5,036,358 34.1 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１ 
※２ 

  2,292,666 32.2 2,300,553 28.0   4,819,575 32.6 

営業利益     190,278 2.7 54,141 0.7   216,782 1.5 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息及び配
当金 

  3,494   3,164 8,217   

２ 為替差益   51,853   69,993 97,392   

３ 仕入割引   2,784   128 3,595   

４ 研究開発補助金   40,051   16,095 80,245   

５ 持分法による投
資利益 

  24,217   34,028 42,252   

６ 雑収入   6,875 129,277 1.8 24,097 147,508 1.8 17,083 248,786 1.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   18,903   22,367 37,772   

２ 手形等売却損   8,799   5,104 15,209   

３ 有価証券等評価
損 

  705     －     －     

４ 雑損失    3,135     －     －     

５ その他資産除却
損 

  － 31,544 0.4 － 27,471 0.4 10,375 63,357 0.5 

経常利益     288,011 4.1 174,177 2.1   402,211 2.7 

Ⅵ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※３ 8,502   721 32,887   

２ 投資有価証券等
評価損 

  －   － 679   

３ 事業整理損 ※４ －     1,002,955     －     

４ たな卸資産時価
評価損 

※５ －     400,000     －     

５ 投資評価損   －     46,846     －     

６ 減損損失  ※６ 34,824 43,326 0.6 73,728 1,524,252 18.5 107,049 140,616 0.9 

税金等調整前中
間（当期）純利
益又は中間純損
失(△) 

    244,684 3.5 △1,350,074 △16.4   261,594 1.8 

法人税、住民税
及び事業税 

  101,904   35,120 99,146   

法人税等調整額   △17,156 84,748 1.2 △51,513 △16,393 △0.2 △14,347 84,799 0.6 

少数株主利益     5,527 0.1 5,709 0.1   11,607 0.1 

中間（当期）純
利益又は中間純
損失(△) 

    154,408 2.2 △1,339,391 △16.3   165,187 1.1 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,615,662 2,615,662 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

        

１ 新株予約権の行使に
よる新株の発行 

  －   210,249   

２ 新株予約権付社債の
発行、行使による新
株の発行 

  － － 398,898 609,147 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    2,615,662 3,224,809 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,453,247 2,453,247 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   154,408 154,408 165,187 165,187 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   57,999 57,999 115,998 115,998

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    2,549,656 2,502,436 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式  株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,156,847 3,224,809 2,502,436 △8,469 8,875,623 

中間連結会計期間中の変動額      

新株予約権の行使による新株の

発行 
163,323 162,849     326,172 

剰余金の配当（注）     △66,008   △66,008 

中間純損失     △1,339,391   △1,339,391 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額) 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
163,323 162,849 △1,405,399   △1,079,227 

平成18年９月30日 残高（千円） 3,320,170 3,387,658 1,097,036 △8,469 7,796,396 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 36,139 － △10,288 25,850 2,849 51,280 8,955,604 

中間連結会計期間中の変動額        

新株予約権の行使による新株の 

発行 
        △2,849   323,323 

剰余金の配当（注）             △66,008 

中間純損失             △1,339,391 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△7,208 7,754 2,532 3,077   5,677 8,755 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△7,208 7,754 2,532 3,077 △2,849 5,677 △1,073,321 

平成18年９月30日 残高（千円） 28,930 7,754 △7,755 28,928 － 56,958 7,882,283 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日）

 前連結会計年度の 

 要約連結キャッシュ・フロ

ー計算書 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間（当期）純利益又

は中間純損失(△) 
  244,684 △1,350,074 261,594 

２ 減価償却費   254,659 247,879 543,474 

３ 連結調整勘定償却額   368 － △1,436 

４ のれん償却額   － △4,441 － 

５ 退職給付引当金の増加額   42,689 53,191 93,654 

６ 貸倒引当金の増加額   1,188 5,775 1,538 

７ 固定資産除却損   8,502 721 32,887 

８ 投資評価損   － 46,846 － 

９ 投資有価証券評価損   705 － 679 

10 事業整理損   － 1,002,955 － 

11 たな卸資産時価評価損   － 400,000 － 

12 雑損失   3,135 － － 

13 その他資産除却損   － － 10,375 

14 持分法による投資利益   △24,217 △34,028 △42,252 

15 減損損失   34,824 73,728 107,049 

16 受取利息及び受取配当金   △3,494 △3,164 △8,217 

17 支払利息   18,903 22,367 37,772 

18 手形等売却損   8,799 5,104 15,209 

19 為替差益   △51,853 △69,993 △97,392 

20 研究開発補助金   △40,051 △16,095 △80,245 

21 売上債権の増加額   △166,871 △665,494 △785,677 

22 たな卸資産の減少（△増加）額   △58,591 △400,980 120,017 

23 その他流動資産の減少（△増加）額   88,437 △11,176 116,006 

24 仕入債務の増加額   205,108 749,078 525,123 

25 その他流動負債の増加（△減少）額   109,970 △41,649 100,599 

小計   676,897 10,549 950,763 

26 利息及び配当金の受取額   3,494 3,164 8,217 

27 関係会社からの配当金の受取額   2,000 3,890 3,500 

28 利息の支払額   △19,602 △22,364 △37,623 

29 手形等売却損の支払額   △8,799 △5,104 △15,209 

30 研究開発補助金の受取額   40,051 16,095 80,245 

31 法人税等の支払額   △128,362 △16,190 △213,179 

営業活動によるキャッシュ・フロー   565,677 △9,959 776,712 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日）

 前連結会計年度の 

 要約連結キャッシュ・フロー

計算書 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △386,118 △148,042 △708,556 

２ 無形固定資産の取得による支出   △7,868 △19,743 △27,817 

３ 連結子会社株式の追加取得による支

出 
  － － △16,500 

４ 持分法適用の範囲の変更を伴う関係

会社株式の取得による支出 
  △56,700 － △56,700 

５ 投資有価証券の取得による支出   △421 △115,257 △734 

６ 投資その他の資産に関する収入・支

出（純額） 
  16,756 49,803 57,168 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △434,352 △233,239 △753,139 

          

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入れによる収入   201,386 241,626 510,612 

２ 短期借入金の返済による支出   △300,000 △442,482 △816,691 

３ 長期借入れによる収入   － － 300,000 

４ 長期借入金の返済による支出   △324,685 △293,510 △619,020 

５ 新株予約権付社債の発行・行使によ

る収入  
  800,000 － 800,000 

６ 新株予約権の行使による増資収入    △11,680 323,323 406,620 

７ 新株予約権の発行による収入    5,698 － 5,698 

８ 自己株式の取得による支出   － － △25 

９ 配当金の支払額   △57,725 △65,594 △116,610 

10 少数株主への配当金の支払額   △1,500 － △1,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー   311,493 △236,638 469,083 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   3,218 3,277 7,011 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   

(△減少額） 
  446,037 △476,560 499,668 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,475,357 1,975,026 1,475,357 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末  

(期末）残高 
※１ 1,921,395 1,498,465 1,975,026 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社は全て連結しております。

当該連結子会社は、在外法人モリテ

ックス U.S.A.,INC.、モリテック

ス EUROPE LTD.、キャビアン イン

ターナショナル INC.およびモリテ

ックス香港有限公司の４社と国内法

人モリテックス販売㈱および㈱コル

クの２社の合計６社であります。 

 子会社は全て連結しております。

当該連結子会社は、在外法人モリテ

ックス U.S.A.,INC.、モリテック

ス EUROPE LTD.、キャビアン イン

ターナショナル INC.およびモリテ

ックス香港有限公司の４社と国内法

人モリテックス販売㈱および㈱コル

クの２社の合計６社であります。 

 子会社は全て連結しております。

当該連結子会社は、在外法人モリテ

ックス U.S.A.,INC.、モリテック

ス EUROPE LTD.、キャビアン イン

ターナショナル INC.およびモリテ

ックス香港有限公司の４社と国内法

人モリテックス販売㈱および㈱コル

クの２社の合計６社であります。 

２ 持分法の適用に関する事項  関連会社については持分法を適用

しております。 

 持分法適用会社は㈱東北モリテッ

クス、㈱モリテックス・プレシジョ

ンおよびセンサーテクノロジー㈱の

３社であります。 

 センサーテクノロジー㈱は新たに

株式を取得したことにより、当中間

連結会計期間より持分法適用の関連

会社に含めることといたしました。

 ㈱モリテックス・プレシジョンお

よびセンサーテクノロジー㈱の中間

決算日は連結中間決算日と一致して

おりますが、㈱東北モリテックスの

中間決算日は６月30日であります。

持分法適用に当っては、当該関連会

社の中間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

 関連会社については持分法を適用

しております。 

 持分法適用会社は㈱東北モリテッ

クス、㈱モリテックス・プレシジョ

ンおよびセンサーテクノロジー㈱の

３社であります。 

 ㈱モリテックス・プレシジョンお

よびセンサーテクノロジー㈱の中間

決算日は連結中間決算日と一致して

おりますが、㈱東北モリテックスの

中間決算日は６月30日であります。

持分法適用に当っては、当該関連会

社の中間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

 関連会社については持分法を適用

しております。 

 持分法適用会社は㈱東北モリテッ

クス、㈱モリテックス・プレシジョ

ンおよびセンサーテクノロジー㈱の

３社であります。 

 なお、センサーテクノロジー株式

会社については、新たに株式を取得

したことから当連結会計年度より持

分法適用の関連会社に含めておりま

す。 

 ㈱モリテックス・プレシジョンお

よびセンサーテクノロジー㈱の決算

日は連結決算日と一致しております

が、㈱東北モリテックスの決算日は

12月31日であります。持分法適用に

当っては当該関連会社の事業年度に

係る決算財務諸表を使用しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 国内連結子会社２社の中間決算日

は、連結中間決算日と一致しており

ます。 

 在外連結子会社のうち、モリテッ

クス EUROPE LTD.、キャビアン イ

ンターナショナル INC.およびモリ

テックス香港有限公司の中間決算日

は６月30日であり、モリテック

ス U.S.A.,INC.の中間決算日は８月

31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、それぞれ６月30日現在若しく

は８月31日現在の中間財務諸表を使

用しておりますが、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  

  

  

同左 

 国内連結子会社２社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

 在外連結子会社のうち、モリテッ

クス EUROPE LTD.、キャビアン イ

ンターナショナル INC.およびモリ

テックス香港有限公司の決算日は12

月31日であり、モリテックス U.S.

A.,INC.の決算日は2月末日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、それぞれ12月31日現在若しくは

２月末日現在の財務諸表を使用して

おりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項       

(1）重要な資産の評価基準お

よび評価方法 

１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は部分資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は部分純

資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は部分資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 



  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準お

よび評価方法 

  

２）たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

  

２）たな卸資産 

   通常の販売目的で保有するた 

  な卸資産 

   移動平均法による原価法 

 

（会計方針の変更） 

  「たな卸資産の評価に関する会 

 計基準」（企業会計基準第９号  

 平成18年７月５日）が平成20年３ 

 月31日以前に開始する連結会計年 

 度に係る連結財務諸表から適用で 

 きることになったことに伴い、当 

 中間連結会計期間から同会計基準 

 を適用しております。 

  これにより税金等調整前中間純

 損失は、400,000千円増加しており

 ます。 

２）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

 (2）重要な減価償却資産の減

価償却方法 

  

１）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

 なお、耐用年数および残存価額

等については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっており

ます。 

 在外連結子会社は定額法を採用

しております。 

  

１）有形固定資産 

同左 

１）有形固定資産 

同左 

  ２）無形固定資産 

定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて定額

法によっております。 

 なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一基準

によっております。  

  

２）無形固定資産 

同左 

２）無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 １）貸倒引当金 

 当社および国内連結子会社は、

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を引当計上し

ております。 

１）貸倒引当金 

同左 

１）貸倒引当金 

同左 

   在外連結子会社は、個別に債権

の回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

  

  

同左 

  

同左 

  ２）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当中間連

結会計期間に対応する見積り額を

計上しております。 

２）賞与引当金 

同左 

２）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち、当連結会

計年度に対応する見積り額を計上

しております。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(3）重要な引当金の計上基準 

３）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に充て

るため、中間期末在籍従業員の退

職時に見込まれる退職給付支給予

測額を、予想支給日から中間期末

日現在まで割り引いた現在価値

（将来支給額予測現価方式）で計

上しております。 

 なお、割引率は平均残存勤務期

間を考慮して、償還期間10年の国

債の直近５年間の利率の平均値を

適用しております。 

 割引率変更による差異および数

理計算上の差異の発生額は発生期

間に一括費用処理しております。

３）退職給付引当金 

同左 

３）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に充て

るため、期末在籍従業員の退職時

に見込まれる退職給付支給予測額

を、予想支給日から期末日現在ま

で割り引いた現在価値（将来支給

額予測現価方式）で計上しており

ます。 

 なお、割引率は平均残存勤務期

間を考慮して、償還期間10年の国

債の直近５年間の利率の平均値で

ある1.25％（前連結会計年度は 

1.25％）を適用しております。 

 割引率変更による差異および数

理計算上の差異の発生額は発生年

度に一括費用処理しております。

 (4）重要な外貨建の資産また

は負債の本邦通貨への換算

の基準 

  

 外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の

資産・負債および収益・費用は、中

間連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分および資本の部における為替換

算調整勘定に含めております。 

  

 外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の

資産・負債および収益・費用は、中

間連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定および

少数株主持分に含めて計上しており

ます。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資

産・負債および収益・費用は、連結

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持分お

よび資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 １）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件を充

たしている場合には振当処理を、

金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例

処理を採用しております。 

１）ヘッジ会計の方法 

同左 

１）ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下の通りであります。 

ａ．ヘッジ手段・・為替予約  

 ヘッジ対象・・原材料・商品輸

 入による外貨建買入債務 

ｂ．ヘッジ手段・・金利スワッ

プ       

  ヘッジ対象・・長期借入金  

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ対象とヘッジ手段

は以下の通りであります。 

ａ．ヘッジ手段・・為替予約  

 ヘッジ対象・・原材料・商品輸

 入による外貨建買入債務 

ｂ．ヘッジ手段・・金利スワッ

プ       

  ヘッジ対象・・長期借入金  

 ３）ヘッジ方針 

為替変動リスクおよび金利変動リ

スクを回避するためデリバティブ

取引を利用することを基本方針と

しております。 

３）ヘッジ方針 

同左 

３）ヘッジ方針 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

４）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動またはキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価

を省略しております。 

  

４）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

４）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）在外連結子会社の会計処

理基準 

 在外連結子会社の中間財務諸表

は、当該子会社の所在地国において

一般に公正妥当と認められた会計処

理基準によっており、当社が採用し

ている基準と重要な差異はありませ

ん。 

同左  在外連結子会社の財務諸表は、当

該子会社の所在地国において一般に

公正妥当と認められた会計処理基準

によっており、当社が採用している

基準と重要な差異はありません。 

５ 連結子会社の資産および負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評

価は、全面時価評価法によっており

ます。 

同左 同左 

６ 連結調整勘定（のれん）の

償却に関する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償

却しております。 

 のれんは、５年間で均等償却して

おります。 

 連結調整勘定は、５年間で均等償

却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 中間連結剰余金計算書は、連結会

社の利益処分について中間連結会計

期間中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

ー  連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分について連結会計年度中に

確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

８ 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金

および、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期間の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 

９ その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成のた

めの基本となる事項 

１）消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

１）消費税等の会計処理方法 

同左 

１）消費税等の会計処理方法 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は34,824千円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

────── (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前当期純利益は107,049千

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月9日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は7,817,570千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間および前連結会

計年度において「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結

会計期間から「負ののれん」として表

示しております。 

  

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書)

 当中間連結会計期間より、連結調整

勘定を「のれん」または「負ののれ

ん」として表示したことに伴い、営業

活動によるキャッシュ・フローの連結

調整勘定償却額を「のれん償却額」と

して表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

3,304,920千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

      3,626,139千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

      3,447,676千円であります。 

  ２ 受取手形割引残高   1,287,030千円   ２ 受取手形割引残高   632,293千円   ２ 受取手形割引残高   931,221千円 

※３ 

 ────── 

※３ 事業整理引当金 

   事業採算の改善のため、その他事業の 

  商品在庫を適正水準にするために見込ま 

  れる損失の見積額であります。 

※３ 

 ────── 

※４ 

 ────── 

※４ たな卸資産時価評価引当金 

   「たな卸資産の評価に関する会計基 

  準」（企業会計基準第９号 平成18年７ 

  月５日）を適用した結果、収益性の低下 

  による損失の見積額であります。 

※４ 

 ────── 

※５ 

 ────── 

※５ 中間連結会計期間末日満期手形の処理 

   当中間連結会計期間末日は、金融機関

の休日でありますが、満期日に決済が行

われたものとして処理しています。中間

連結会計期間末残高から除かれている中

間連結会計期間末日満期手形は次のとお

りであります。 

受取手形 24,705千円

受取手形割引高 168,615千円

支払手形 186,026千円

※５ 

 ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次の通りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次の通りであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次の通りであります。 

給料手当 778,063千円

福利厚生費 115,478千円

地代家賃 200,162千円

広告宣伝費  44,359千円

販売促進費 86,191千円

旅費交通費 106,052千円

減価償却費 79,981千円

退職給付費用 27,485千円

研究開発費 377,699千円

給料手当 775,983千円

福利厚生費 110,174千円

地代家賃 148,189千円

広告宣伝費 51,096千円

販売促進費 58,084千円

旅費交通費 96,408千円

減価償却費 87,726千円

退職給付費用 28,862千円

研究開発費 374,961千円

給料手当 1,619,359千円

福利厚生費 217,618千円

地代家賃 366,960千円

広告宣伝費 102,932千円

販売促進費 129,417千円

旅費交通費 205,727千円

減価償却費 170,875千円

退職給付費用 65,926千円

研究開発費 976,838千円

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる研

究開発費は、次の通りであります。 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる研

究開発費は、次の通りであります。 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる研

究開発費は、次の通りであります。 

一般管理費 377,699千円

製造費用   － 

合計 377,699千円

一般管理費 374,961千円

製造費用 －  

合計 374,961千円

一般管理費 976,838千円

製造費用 － 

合計 976,838千円

※３ 固定資産除却損は次の通りでありま

す。 

※３ 固定資産除却損は次の通りでありま

す。 

※３ 固定資産除却損は次の通りでありま

す。 

建物及び構築物  8,486千円

機械装置及び運搬具  16千円

合計 8,502千円

工具器具及び備品 721千円

合計 721千円

建物及び構築物 14,618千円

機械装置及び運搬具 1,563千円

工具器具及び備品 16,705千円

合計 32,887千円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※４ 

────── 

※４ 事業整理損は継続して営業損失を計上

しており、収益性が低下しているその

他事業の処分損および損失見積額であ

ります。その内容は次の通りでありま

す。 

※４ 

────── 

  商品 990,182千円

 建物付属設備(造作) 2,388千円

 工具器具及び備品 3,617千円

 専用ソフトウエア 6,766千円

合計 1,002,955千円

 

※５ 

 ────── 

※５ たな卸資産時価評価損 

   「たな卸資産の評価に関する会計基 

  準」（企業会計基準第９号 平成18年７ 

  月５日）を適用した結果、収益性の低下 

  による損失の見積額であります。 

※５ 

 ────── 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当企業集団は

以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

※６ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当企業集団は

以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。 

※６ 減損損失 

  当連結会計年度において、当企業集団は以

下の資産グループについて減損損失を計上い

たしました。 

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

 販売活動設備

等 

建物附属設備

(造作)および

店舗用備品、

賃借保証金 

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

 販売活動設備

等 

建物附属設備

(造作)および

店舗用工具器

具および備品

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

 販売活動設備

等 

建物附属設備

(造作)および

店舗用備品、

賃借保証金 

 当企業集団は、事業用資産について各事業セ

グメント別の資産グループが概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし

て、事業別の製造品目別にグルーピングを行

っております。 

 当企業集団は、事業用資産について各事業セ

グメント別の資産グループが概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし

て、事業別の製造品目別にグルーピングを行

っております。 

  当企業集団は、事業用資産について各事業

セグメント別の資産グループが概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

して、事業別の製造品目別にグルーピングを

行っております。 

 事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

34,824千円を特別損失に計上いたしました。

その内訳は建物付属設備20,348千円およびそ

の他14,476千円であります。 

 事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

73,728千円を特別損失に計上いたしました。

その内訳は建物付属設備38,344千円および、

工具器具及び備品35,384千円であります。 

  事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

107,049千円を特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は建物付属設備90,507千円およ

びその他16,542千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能額は使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローは償還期間10年の国債の直近5年間の利率

の平均値である1.25%で割り引いて算定してお

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能額は使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローは償還期間10年の国債の直近5年間の利率

の平均値である1.25%で割り引いて算定してお

ります。 

  なお、当資産グループの回収可能額は使用

価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローは償還期間10年の国債の直近５年間の

利率の平均値である1.25%で割り引いて算定

しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）第２回新株予約権および第３回新株予約権の行使によるものであります。 

新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

（注）第２回新株予約権および第３回新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 13,201,928 623,000 － 13,824,928 

自己株式     

普通株式 6,828 － － 6,828 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

第２回新株予約権 普通株式 232,000 － 123,000 109,000 － 

第３回新株予約権 普通株式 500,000 － 500,000 － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

第34回定時株主総会 
普通株式 66,008 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 69,123,500 利益剰余金  平成18年９月30日 平成18年12月５日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲載されている科目の金額

との関係 

現金及び預金 1,921,395千円

現金及び現金同等物 1,921,395千円

現金及び預金 1,498,465千円

現金及び現金同等物 1,498,465千円

現金及び預金 1,975,026千円

現金及び現金同等物 1,975,026千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額  

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額  

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 5,988 8,529 

合計 14,518 5,988 8,529 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 4,953 6,428 

合計 14,518 4,953 6,428 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 7,126 7,391 

合計 14,518 7,126 7,391 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額等 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額等 

(2)未経過リース料期末残高相当額  

１年内 2,086千円

１年超 6,847千円

合計 8,933千円

１年内 1,757千円

１年超 5,089千円

合計 6,847千円

１年内 1,824千円

１年超 5,976千円

合計 7,801千円

(3)支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

支払リース料 1,289千円
減価償却費相当額 1,137千円
支払利息相当額 178千円

支払リース料 1,089千円
減価償却費相当額 963千円
支払利息相当額 135千円

支払リース料 2,578千円
減価償却費相当額 2,274千円
支払利息相当額 335千円

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。  

同左 同左 

２. オペレーティング・リース取引   ２. オペレーティング・リース取引  ２. オペレーティング・リース取引  

１年内 960千円

１年超 2,240千円

合計 3,200千円

１年内 960千円

１年超 1,280千円

合計 2,240千円

１年内 960千円

１年超 1,760千円

合計 2,720千円

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（前連結会計年度）（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 29,618 57,277 27,658 

その他 10,000 13,746 3,746 

計 39,618 71,023 31,404 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（１）その他有価証券 

非上場株式 
167,480 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 30,248 73,280 43,011 

その他 10,000 15,754 5,754 

計 40,248 89,034 48,765 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（１）その他有価証券 

非上場株式 
282,420 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 29,931 83,232 53,301 

その他 10,000 17,642 7,642 

計 39,931 100,874 60,943 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

（１）その他有価証券 

非上場株式 
167,480 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 取引の時価等に関する事項 

 すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。  

 連結子会社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 取引の時価等に関する事項 

 すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。  

 連結子会社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ 取引の時価等に関する事項 

 すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。  

 連結子会社はデリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  
光応用 
機器 

（千円） 

機能性 
材料 

（千円） 

バイオ関連
機器 

（千円） 

その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 5,597,337 613,345 500,360 405,720 7,116,763 － 7,116,763 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － － － 

計 5,597,337 613,345 500,360 405,720 7,116,763 － 7,116,763 

営業費用 5,011,308 585,985 632,871 696,318 6,926,484 － 6,926,484 

営業利益又は営業損失（△） 586,028 27,360 △132,511 △290,598 190,278 － 190,278 

  
光応用 
機器 

（千円） 

機能性 
材料 

（千円） 

バイオ関連
（注4） 
（千円） 

その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 6,577,194 818,820 474,262 341,182 8,211,459 － 8,211,459 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － － － 

計 6,577,194 818,820 474,262 341,182 8,211,459 － 8,211,459 

営業費用 6,051,788 763,499 660,680 681,349 8,157,318 － 8,157,318 

営業利益又は営業損失（△） 525,406 55,321 △186,418 △340,167 54,141 － 54,141 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

  事業区分は、製品系列および事業の業態により行っております。 

    ２ 各事業区分に属する主要な製品・商品は以下の通りであります。 

    ３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。 

    ４ 従来、セグメント名称を「バイオ関連機器」としておりましたが、事業の拡大にあわせ、当中間連結会 

      計期間より「バイオ関連」に変更しております。 

  

  

  
光応用 
機器 

（千円） 

機能性 
材料 

（千円） 

バイオ関連
機器 
（千円） 

その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 11,591,396 1,471,910 963,697 738,466 14,765,470 － 14,765,470 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － － － 

計 11,591,396 1,471,910 963,697 738,466 14,765,470 － 14,765,470 

営業費用 10,610,117 1,383,101 1,208,185 1,347,283 14,548,688 － 14,548,688 

営業利益又は営業損失（△） 981,279 88,808 △244,488 △608,817 216,782 － 216,782 

事業区分 主要製品・商品 

光応用機器 

 MML（マシンマイクロレンズ）、CCDカメラ、光源装置およびランプ、光ファイバライト

ガイド、LED照明、UV照射装置、CCDマイクロスコープ（スコープマン）、コスメティック

用CCDマイクロスコープ（チャームビュー）、コスメティック用肌カウンセリングシステ

ム、光デバイス用自動調芯装置（FOCAL）、光通信用部品、超精密測長器、高速立体画像

処理検査システム、液晶配向膜検査装置、エリプソメータ等 

機能性材料 高純度石英、各種精密球、シール材、ポリイミドチューブ等 

バイオ関連 
 液相合成装置（L-COS）、化合物精製装置（Purif）、全自動固相抽出装置（EX-MULTI）、

表面プラズモン共鳴バイオセンサ、DNA・SNPs受託解析等 

その他 各種ビーズ、球体インテリア等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。 

  
日本 
（千円） 

海外 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 6,348,436 768,326 7,116,763 － 7,116,763 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
164,286 482,125 646,411 (646,411) － 

計 6,512,722 1,250,452 7,763,175 (646,411) 7,116,763 

営業費用 6,368,899 1,213,097 7,581,996 (655,512) 6,926,484 

営業利益 143,822 37,355 181,178 9,100 190,278 

  
日本 
（千円） 

海外 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 6,844,217 1,367,242 8,211,459 － 8,211,459 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
271,702 859,682 1,131,384 (1,131,384) － 

計 7,115,919 2,226,924 9,342,844 (1,131,384) 8,211,459 

営業費用 7,109,496 2,181,209 9,290,706 (1,133,387) 8,157,318 

営業利益 6,422 45,715 52,137 2,003 54,141 

  
日本 
（千円） 

海外 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 12,871,614 1,893,855 14,765,470 － 14,765,470 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
344,639 1,107,929 1,452,568 (1,452,568) － 

計 13,216,254 3,001,785 16,218,039 (1,452,568) 14,765,470 

営業費用 13,074,299 2,929,504 16,003,804 (1,455,116) 14,548,688 

営業利益 141,954 72,280 214,234 2,547 216,782 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

欧州：ヨーロッパ諸国 

北米：米国、カナダ 

アジア：中国、東アジアおよび東南アジア諸国、イスラエル、オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 146,876 288,122 812,097 1,247,095 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 7,116,763 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
2.1 4.0 11.4 17.5 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 134,399 235,560 1,664,845 2,034,805 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 8,211,459 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
1.6 2.9 20.3 24.8 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 285,473 460,323 2,076,831 2,822,628 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 14,765,470 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
1.9 3.1 14.1 19.1 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益または中間（当期）純損失および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定上の基礎   

  
前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 664円09銭 566円31銭 674円61銭 

１株当たり中間（当期）純

利益または中間（当期）純

損失（△） 

 13円32銭 △98円70銭 13円71銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

 13円24銭   なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額について

は、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間純損失であ

るため記載しておりません。 

（追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）が平

成18年１月31日付で改正された

ことに伴い、当中間連結会計期

間から繰延ヘッジ損益（税効果

調整後）の金額を普通株式に係

る中間期末の純資産額に含めて

おります。 

 なお、前連結会計年度末にお

いて採用していた方法により算

定した当中間連結会計期間末の

１株当たり純資産額は、565.75

円であります。 

13円29銭 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益または

中間（当期）純損失金額 
   

中間（当期）純利益または中間（当

期）純損失（△）（千円） 
154,408 △1,339,391 165,187 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

または中間（当期）純損失（△）

（千円） 

154,408 △1,339,391 165,187 

期中平均株式数（株） 11,593,200 13,570,034 12,049,989 

 



（重要な後発事象） 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) － － － 

普通株式増加数（株） 232,000 109,000 417,975 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要  

第３回新株予約権（新株

予約権の目的となる普通

株式の数1,000,000株)。

第１回無担保転換社債型

新株予約権社債（新株予

約権の目的となる普通株

式の数893,854株）。  

なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の

状況、（2）新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。  

―――― 

  

  

―――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 第１回無担保転換社債型新株予約権

付社債に付与された新株予約権の行使

（平成17年12月２日）により、発行済

株式総数が1,101,928株、資本金が

401,101千円、資本準備金が398,898千

円それぞれ増加しております。 

       ―――――――        ――――――― 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,445,505   1,162,565 1,646,298   

２ 受取手形 ※６ 562,063   1,206,748 849,250   

３ 売掛金   2,330,355   2,574,374 2,277,249   

４ たな卸資産   4,422,958   4,187,031 4,246,206   

５ 繰延税金資産   180,629   190,849 174,807   

６ その他   476,431   373,949 436,996   

流動資産合計     9,417,943 59.8 9,695,519 61.2   9,630,809 60.4 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   1,333,596   1,434,350 1,508,872   

(2）構築物   42,594   53,047 56,279   

(3）機械装置   342,731   283,925 307,014   

(4）車両運搬具   702   411 522   

(5）工具器具及び  
備品 

  626,629   540,231 626,643   

(6）土地   1,736,712   1,764,912 1,764,912   

(7）建設仮勘定   295,902   49,342 53,782   

有形固定資産合計     4,378,868 27.8 4,126,221 26.0   4,318,026 27.1 

２ 無形固定資産     98,469 0.6 95,662 0.6   99,263 0.6 

３ 投資その他の資
産 

          

(1）繰延税金資産   327,957   382,337 348,222   

(2）その他   1,539,722   1,548,796 1,545,989   

投資その他の資産
合計 

    1,867,679 11.8 1,931,133 12.2   1,894,212 11.9 

固定資産合計     6,345,017 40.2 6,153,017 38.8   6,311,502 39.6 

資産合計     15,762,960 100.0 15,848,536 100.0   15,942,312 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※６ 554,591   780,000 574,707   

２ 買掛金   1,822,462   2,342,753 1,971,524   

３ 短期借入金   1,930,000   1,430,000 1,630,000   

４ １年以内返済予定
の長期借入金 

  541,600   500,850 535,350   

５ 未払法人税等   108,450   26,694 27,935   

６ 賞与引当金   192,390   209,229 178,214   

７ 事業整理引当金  ※４ －   600,000 －   

８ たな卸資産時価
評価引当金 

※５ －   400,000 －   

９ その他   302,643   223,662 275,317   

流動負債合計     5,452,137 34.6 6,513,188 41.1   5,193,049 32.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   805,350   604,500 840,800   

２ 新株予約権付社
債 

  800,000   － －   

３ 退職給付引当金   831,232   934,102 881,957   

４ 新株予約権   5,698   － 2,849   

固定負債合計     2,442,280 15.5 1,538,602 9.7   1,725,606 10.8 

負債合計     7,894,417 50.1 8,051,791 50.8   6,918,655 43.4 

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,544,845 16.1 － －   3,156,847 19.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   2,615,662   － 3,224,809   

資本剰余金合計     2,615,662 16.6 － －   3,224,809 20.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   73,359   － 73,359   

２ 任意積立金   2,062,724   － 2,062,724   

３ 中間（当期）未
処分利益 

  553,464   － 470,029   

利益剰余金合計     2,689,547 17.1 － －   2,606,113 16.4 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    18,714 0.1 － －   36,139 0.2 

Ⅴ 自己株式     △227 △0.0 － －   △252 △0.0 

資本合計     7,868,542 49.9 － －   9,023,656 56.6 

負債・資本合計     15,762,960 100.0 － －   15,942,312 100.0 

            
            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  3,320,170 21.0  － － 

２ 資本剰余金                  

 （１）資本準備金   －     3,387,658     －     

  資本剰余金合計    － －  3,387,658 21.4  － － 

３ 利益剰余金                  

 （１）利益準備金   －     73,359     －     

 （２）その他利益剰余
金 

                 

     特別償却準備金   －     42,359     －     

     配当準備積立金   －     672,000     －     

     別途積立金   －     1,340,000     －     

    中間未処理損失   －     △1,075,233     －     

   利益剰余金合計    － －  1,052,485 6.6  － － 

４ 自己株式    － －  △252 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  7,760,061 49.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  28,930 0.2  － － 

２ 繰延ヘッジ損益    － －  7,754 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  36,684 0.2  － － 

純資産合計    － －  7,796,745 49.2  － － 

負債純資産合計    － －  15,848,536 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,264,302 100.0 6,841,256 100.0   12,672,325 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,065,565 64.9 4,867,565 71.2   8,254,820 65.1 

売上総利益     2,198,736 35.1 1,973,691 28.8   4,417,505 34.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    2,075,848 33.1 2,026,723 29.6   4,337,117 34.3 

営業利益又は営業
損失（△） 

    122,888 2.0 △53,031 △0.8   80,387 0.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   116,804 1.9 118,218 1.7   243,565 1.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２   28,145 0.5 18,930 0.2   52,589 0.4 

経常利益     211,547 3.4 46,255 0.7   271,363 2.1 

Ⅵ 特別損失 
※３ 
※５ 

  43,326 0.7 1,567,405 22.9   133,901 1.0 

税引前中間(当期)
純利益又は中間純
損失(△) 

    168,220 2.7 △1,521,150 △22.2   137,462 1.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

  95,000   17,000 82,637   

法人税等調整額   △17,128 77,871 1.3 △50,530 △33,530 0.5 △10,087 72,549 0.6 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
(△) 

    90,348 1.4 △1,487,619 △21.7   64,913 0.5 

前期繰越利益     463,115 －   463,115 

中間配当金     － －   57,999 

中間（当期）未処
分利益 

    553,464 －   470,029 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
利益 
準備金 

その他利益 
剰余金 

合計 

利益 
剰余金 
合計 

平成18年３月31日 残高 

       （千円） 
3,156,847 3,224,809 73,359 2,532,754 2,606,113 △252 8,987,517 

中間会計期間中の変動額             － 

新株予約権の行使によ

る新株の発行 
163,323 162,849         326,172 

特別償却準備金の繰入

（注） 
            － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
            － 

剰余金の配当（注）       △66,008 △66,008   △66,008 

中間純損失       △1,487,619 △1,487,619   △1,487,619 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額 

合計     （千円） 
163,323 162,849 － △1,553,627 △1,553,627 － △1,227,455 

平成18年９月30日 残高 

       （千円） 
3,320,170 3,387,658 73,359 979,126 1,052,485 △252 7,760,061 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （千円） 
36,139 － 36,139 2,849 9,026,505 

中間会計期間中の変動額      

新株予約権の行使によ

る新株の発行 
      △2,849 323,323 

特別償却準備金の繰入

（注） 
        － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
        － 

剰余金の配当（注）         △66,008 

中間純損失         △1,487,619 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△7,208 7,754 545   545 

中間会計期間中の変動額 

合計     （千円） 
△7,208 7,754 545 △2,849 △1,229,759 

平成18年９月30日 残高 

       （千円） 
28,930 7,754 36,684 － 7,796,745 



 （その他利益剰余金の内訳） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
特別償却 
準備金 

配当準備 
積立金 

別途積立金 繰越利益剰余金
その他利益剰余

金合計 

平成18年３月31日 残高 

       （千円） 
50,724 672,000 1,340,000 470,029 2,532,754

中間会計期間中の変動額      

新株予約権の行使によ

る新株の発行 
        － 

特別償却準備金の繰入

（注） 
9,680     △9,680 － 

特別償却準備金の取崩

（注） 
△18,045     18,045 － 

剰余金の配当（注）       △66,008 △66,008 

中間純損失       △1,487,619 △1,487,619 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

        － 

中間会計期間中の変動額 

合計     （千円） 
△8,365 － － △1,545,262 △1,553,627 

平成18年９月30日 残高 

       （千円） 
42,359 672,000 1,340,000 △1,075,233 979,126 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準および評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式および関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価額等に

基づく時価法（評価差額は部

分資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価額等に

基づく時価法（評価差額は部

分純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価額等に

基づく時価法（評価差額は部

分資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

  

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するた

な卸資産 

 移動平均法による原価法 

 

（会計方針の変更） 

「たな卸資産の評価に関する会 

 計基準」（企業会計基準第９

号平成18年７月５日）が平成20

年３月31日以前に開始する会計

年度に係る財務諸表から適用で 

きることになったことに伴い、

当中間会計期間から同会計基準

を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失

は、400,000千円増加しており

ます。 

(2）たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数および残存価

額等については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっ

ております。 

  

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

エアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づい

ております。 

 なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同一

基準によっております。 

  

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間に対応する見積り額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当事業

年度に対応する見積り額を計上

しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に充

てるため、中間期末在籍従業員

の退職時に見込まれる退職給付

支給予測額を、予想支給日から

中間期末日現在まで割り引いた

現在価値（将来支給額予測現価

方式）で計上しております。 

 なお、割引率は平均残存勤務

期間を考慮して、償還期間10年

の国債の直近５年間の利率の平

均値を適用しております。 

 割引率変更による差異および

数理計算上の差異の発生額は発

生会計期間に一括費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に充

てるため、期末在籍従業員の退

職時に見込まれる退職給付支給

予測額を、予想支給日から期末

日現在まで割り引いた現在価値

（将来支給額予測現価方式）で

計上しております。 

 なお、割引率は平均残存勤務

期間を考慮して、償還期間10年

の国債の直近５年間の利率の平

均値である1.25％（前事業年度

は1.25％）を適用しておりま

す。 

 割引率変更による差異および

数理計算上の差異の発生額は発

生年度に一括費用処理しており

ます。 

４ 外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 １）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を、金利スワップについて

特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用してお

ります。 

１）ヘッジ会計の方法 

同左 

１）ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下の通りであります。 

ａ．ヘッジ手段・・為替予約  

 ヘッジ対象・・原材料・商品

輸入による外貨建買入債務 

ｂ．ヘッジ手段・・金利スワッ

プ      

  ヘッジ対象・・長期借入金 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以

下の通りであります。 

ａ．ヘッジ手段・・為替予約  

 ヘッジ対象・・原材料・商品輸

入による外貨建買入債務 

ｂ．ヘッジ手段・・金利スワッ

プ       

  ヘッジ対象・・長期借入金  

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方法 ３）ヘッジ方針 

為替変動リスクおよび金利変動

リスクを回避するためデリバテ

ィブ取引を利用することを基本

方針としております。 

３）ヘッジ方針 

同左 

３）ヘッジ方針 

同左 

 ４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価

しております。 

ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

４）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

４）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は34,824千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金

等調整前当期純利益は107,049千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は7,788,991千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,118,025千円 3,293,505千円 3,206,893千円

２ 保証債務等 

 子会社借入金保証 

２ 保証債務等 

 子会社借入金保証 

２ 保証債務等 

 子会社借入金保証 

被保証者 保証債務残高 
被保証債務 

の内容 

モリテックス 

香港有限公司 

 360,029千円 

 (23,970千香

港ドル) 

 設備資金の借入

れについて、債

務保証を行なっ

ております。 

被保証者 保証債務残高
被保証債務 

の内容 

モリテックス 

香港有限公司 

 326,760千円 

 (21,000千香

港ドル) 

 設備資金の借入

れについて、債

務保証を行なっ

ております。 

被保証者 保証債務残高 
被保証債務 

の内容 

モリテックス

香港有限公司

 365,427千円 

 (23,470千香

港ドル) 

 設備資金の借入

れについて、債

務保証を行なっ

ております。 

３ 受取手形割引残高 1,287,030千円  ３ 受取手形割引残高 632,293千円  ３ 受取手形割引残高 931,221千円 

※４ 

────── 

※４ 事業整理引当金 

   事業採算の改善のため、その他事業の

商品在庫を適正水準にするために見込ま

れる損失の見積額であります。 

※４ 

────── 

※５ 

────── 

※５ たな卸資産時価評価引当金 

  「たな卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用した結果、収益性の低下によ

る損失の見積額であります。 

※５ 

────── 

※６ 

────── 

※６ 中間会計期間末日満期手形の処理 

   当中間会計期間末日は、金融機関の休

日でありますが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しています。中間会計

期間末残高から除かれている中間会計期

間末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

受取手形 24,705千円

受取手形割引高 168,615千円

支払手形 186,026千円

※６ 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 117千円

受取配当金    3,985千円

為替差益   44,965千円

研究開発補助金 40,051千円

仕入割引  2,784千円

   

受取利息 273千円

受取配当金 5,974千円

為替差益 70,010千円

研究開発補助金 16,095千円

仕入割引 128千円

経営指導料 17,921千円

受取利息 339千円

受取配当金 7,014千円

為替差益 97,134千円

研究開発補助金 80,245千円

仕入割引 3,595千円

経営指導料 32,143千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 15,504千円

手形等売却損  8,799千円

支払利息 13,826千円

手形等売却損 5,104千円

支払利息 28,194千円

手形等売却損 15,209千円

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 8,502千円

減損損失 34,824千円

固定資産除却損 721千円

減損損失 73,728千円

事業整理損  1,002,955千円

投資評価損  90,000千円

たな卸資産時価評価損  400,000千円

固定資産除却損 26,171千円

投資有価証券評価損 679千円

減損損失 107,049千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 210,790千円

無形固定資産 15,572千円

有形固定資産  195,831千円

無形固定資産 16,604千円

有形固定資産 439,038千円

無形固定資産 32,176千円

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

※５ 減損損失 

  当連結会計年度において、当企業集団は以

下の資産グループについて減損損失を計上い

たしました。 

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

販売活動設備

等 

建物附属設備

(造作)および

店舗 賃借敷

金・保証金 

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

販売活動設備

等 

建物附属設備

(造作)および

店舗用工具器

具及び備品 

場所 用途 種類 

その他の事業

で全国展開し

ている営業拠

点 

 販売活動設

備等 

建物附属設備

(造作)および

店舗用備品、

賃借保証金 

 事業用資産について各事業セグメント別の資

産グループが概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位として、事業別の製

造品目別にグルーピングを行っております。 

 事業用資産について各事業セグメント別の資

産グループが概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位として、事業別の製

造品目別にグルーピングを行っております。 

  当企業集団は、事業用資産について各事業

セグメント別の資産グループが概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

して、事業別の製造品目別にグルーピングを

行っております。 

 事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

34,824千円を特別損失に計上いたしました。

その内訳は建物付属設備20,348千円およびそ

の他14,476千円であります 

 事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

73,728千円を特別損失に計上いたしました。

その内訳は建物付属設備38,344千円および、

工具器具及び備品35,384千円であります。 

  事業全般の効率性と採算性を向上させるた

め、営業戦略を見直した結果、その他事業に

係る資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

107,049千円を特別損失に計上いたしまし

た。その内訳は建物付属設備90,507千円およ

びその他16,542千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能額は使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローは償還期間10年の国債の直近5年間の利率

の平均値である1.25%で割り引いて算定してお

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能額は使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローは償還期間10年の国債の直近5年間の利率

の平均値である1.25%で割り引いて算定してお

ります。 

  なお、当資産グループの回収可能額は使用

価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローは償還期間10年の国債の直近５年間の

利率の平均値である1.25%で割り引いて算定

しております。 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 普通株式 228 － － 228 

合計 228 － － 228 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額  

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および中間期末残高相

当額  

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 5,988 8,529 

合計 14,518 5,988 8,529 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 4,953 6,428 

合計 14,518 4,953 6,428 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具器具及
び備品 

14,518 7,126 7,391 

合計 14,518 7,126 7,391 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額等 

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額等 

(2)未経過リース料期末残高相当額  

１年内 2,086千円

１年超 6,847千円

合計 8,933千円

１年内 1,757千円

１年超 5,089千円

合計 6,847千円

１年内 1,824千円

１年超 5,976千円

合計 7,801千円

(3)支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額および減損損失 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

および支払利息相当額 

支払リース料 1,289千円
減価償却費相当額 1,137千円
支払利息相当額 178千円

支払リース料 1,089千円
減価償却費相当額 963千円
支払利息相当額 135千円

支払リース料 2,578千円
減価償却費相当額 2,274千円
支払利息相当額 335千円

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法は、

定額法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。  

同左 同左 

２. オペレーティング・リース取引   ２. オペレーティング・リース取引  ２. オペレーティング・リース取引  

１年内 960千円

１年超 2,240千円

合計 3,200千円

１年内 960千円

１年超 1,280千円

合計 2,240千円

１年内 960千円

１年超 1,760千円

合計 2,720千円

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損

失はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益または中間（当期）純損失および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定上の基礎   

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 678円33銭 563円97銭 683円52銭 

１株当たり中間(当期)純利

益または中間純損失(△) 
   7円79銭 △109円30銭 5円38銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

   7円74銭    なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額について

は、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間純損失であ

るため記載しておりません。 

（追加情報） 

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）が平

成18年１月31日付で改正された

ことに伴い、当中間会計期間か

ら繰延ヘッジ損益（税効果調整

後）の金額を普通株式に係わる

中間期末の純資産額に含めてお

ります。 

 なお、前事業年度末において

採用していた方法により算定し

た当中間会計期間末の１株当た

り純資産額は、563.41円であり

ます。 

5円22銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益または

中間（当期）純損失金額 
   

中間（当期）純利益中間または(当

期)純損失(△)（千円） 
90,348 △1,487,619 64,913 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

中間または(当期)純損失(△)(千円) 
90,348 △1,487,619 64,913 

期中平均株式数（株） 11,599,800 13,610,514 12,056,589 

 



（重要な後発事象） 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 232,000 109,000 417,975 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要  

第３回新株予約権（新株

予約権の目的となる普通

株式の数1,000,000株)。

第１回無担保転換社債型

新株予約権社債（新株予

約権の目的となる普通株

式の数893,854株）。  

なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の

状況、（2）新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。  

―――― ―――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 第１回無担保転換社債型新株予約権

付社債に付与された新株予約権の行使

（平成17年12月２日）により、発行済

株式総数が1,101,928株、資本金が

401,101千円、資本準備金が398,898千

円それぞれ増加しております。 

       ―――――――        ――――――― 



(2）【その他】 

 第35期（平成18年４月１日より平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月10日開催の取締役

会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し次のとおり中間配当

を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額   69,123,500円

② １株当たり中間配当金   5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成18年12月5日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類                 

 事業年度（第34期）自平成17年４月１日 至平成18年３月31日  平成18年６月29日関東財務局長に提出 

（２）臨時報告書 

   （代表取締役の異動）                  平成18年５月１日関東財務局長に提出 

   臨時報告書 

     （財政状態および経営成績に著しい影響を与える事象の発生）平成18年11月２日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月14日

株式会社モリテックス       

  取締役会 御中   

  協栄監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂野 好邦   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上田 長一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリテックスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社モリテックス及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、平成17年12月２日付で第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新

株予約権すべての権利行使が行われた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月13日

株式会社モリテックス       

  取締役会 御中   

  協栄監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂野 好邦   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上田 長一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリテックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社モリテックス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月14日

株式会社モリテックス       

  取締役会 御中   

  協栄監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂野 好邦   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上田 長一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリテックスの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社モリテックスの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 「重要な後発事象」に記載されているとおり、平成17年12月２日付で第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新

株予約権すべての権利行使が行われた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月13日

株式会社モリテックス       

  取締役会 御中   

  協栄監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 坂野 好邦   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 上田 長一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社モリテックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社モリテックスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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